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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1）経営成績に関する分析

当連結会計年度における日本経済は、政府等の政策効果により緩やかな回復基調が継続したものの、中国をはじめ

とするアジア新興国の景気減速や為替相場、原油価格の変動等先行き不透明感が強まる中で推移致しました。 

当社グループの主力事業の属する国内建設市場におきましては、民間設備投資を中心に堅調に推移する一方、労務

費や資材価格の上昇、受注競争の激化により依然として厳しい経営環境が続いております。 

このような状況のもと、当社グループは中期経営計画「Ｒａｓｈ－９０」に基づき、新たな成長に向けての基盤づ

くりを進めてまいりました。 

当連結会計年度における当社グループの連結売上高は、前連結会計年度より６億77百万円増加し269億76百万円

（前連結会計年度比2.6％の増加）、営業利益は、前連結会計年度より１億35百万円増加し13億64百万円（前連結会

計年度比11.0％の増加）、経常利益は、前連結会計年度より33百万円増加し13億７百万円（前連結会計年度比2.7％

の増加）、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度より54百万円増加し７億61百万円（前連結会計年度

比7.8％の増加）となりました。なお、子会社に貸付債権の回収懸念が生じたこと等により貸倒引当金繰入額１億59

百万円を営業外費用に計上しております。 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

①建設事業 

当社グループの主力事業である当事業におきましては、受注高は145億２百万円（前連結会計年度比3.8％の減

少）となりました。部門別では、産業設備工事が59億31百万円（前連結会計年度比18.7％の増加）、ビル設備工事

が50億36百万円（前連結会計年度比16.3％の減少）、環境設備工事が35億34百万円（前連結会計年度比12.8％の減

少）となりました。

売上高は、施工が順調に推移したこと等により、157億11百万円（前連結会計年度比1.7％の増加）となりまし

た。部門別では、産業設備工事が52億28百万円（前連結会計年度比18.3％の増加）、ビル設備工事が63億65百万円

（前連結会計年度比1.0％の減少）、環境設備工事が41億17百万円（前連結会計年度比10.5％の減少）となりまし

た。

②機器販売及び情報システム事業 

当事業におきましては、製造業向けの機器販売が増加したこと等により、売上高は62億74百万円（前連結会計年

度比17.2％の増加）となりました。 

③機器のメンテナンス事業

当事業におきましては、設備機器メンテナンスは前年並みに推移したものの、太陽光発電機器の設置が低調であ

ったことにより、売上高は53億33百万円（前連結会計年度比4.2％の減少）となりました。 

④電子部品製造事業

当事業におきましては、製造工程省力化装置の受注が堅調であったことにより、売上高は13億３百万円（前連結

会計年度比0.6％の増加）となりました。 

⑤その他

その他の事業におきましては、公共水道施設維持管理事業における受託業務が減少したこと等により、売上高は

２億63百万円（前連結会計年度比16.4％の減少）となりました。 

 （注） １．上記売上高はセグメント間取引消去前の金額によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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（次期の見通し）

今後の国内経済につきましては、緩やかな景気回復基調は続くことが期待されますが、世界経済における新興国の

景気減速や為替変動による企業業績への影響等不透明感が強まる中で推移するものと予想されます。 

当社グループの主力事業の属する建設業界におきましても、当面の受注環境は比較的堅調であるものの、一方で労

務費や資材価格の上昇による収益力低下等、予断を許さない経営環境が続くものと思われます。 

こうした中、当社グループは、新たな成長に向けての基盤づくりを主眼とした平成28年度まで３ヶ年の中期経営計

画「Ｒａｓｈ－９０」に引き続き全社を挙げて取り組んでまいります。 

建設事業につきましては、品質や技術力の強化を図るとともに収益力の向上に注力してまいります。 

機器販売及び情報システム事業につきましては、省エネ・システム提案の強化と販売ルートの開拓・拡大に取り組

んでまいります。 

機器のメンテナンス事業につきましては、メンテナンス技術・品質の更なる向上を図るとともに、新規顧客の開拓

に努めてまいります。 

電子部品製造事業につきましては、EMS事業・装置開発事業とも新たな販路開拓に注力し、収益の安定化を図って

まいります。 

次期の業績予想につきましては、売上高270億円、営業利益11億円、経常利益12億円、親会社株主に帰属する当期

純利益８億円を見込んでおります。 

 

(2）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末における資産は、前連結会計年度末に比べ15億42百万円減少し、193億65百万円となりまし

た。これは主に現金預金が６億66百万円、受取手形が２億89百万円、投資有価証券が１億89百万円それぞれ減少し

たこと等によるものであります。

負債は、前連結会計年度末に比べ９億18百万円減少し、103億28百万円となりました。これは主に工事未払金が

６億43百万円、未成工事受入金が３億12百万円それぞれ減少し、買掛金が３億35百万円増加したこと等によるもの

であります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ６億24百万円減少し、90億36百万円となりました。これは主に自己株式を10

億28百万円取得し、配当金の支払を１億75百万円行ったこと、親会社株主に帰属する当期純利益を７億61百万円計

上したこと等によるものであります。

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ６億66百

万円減少し41億16百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度に比べ６億３百万円減少し５億99百万

円（前連結会計年度比50.2％の減少）となりました。これは主に、仕入債務の減少額４億64百万円（前連結会計年

度は６億83百万円の仕入債務の増加）、売上債権の増加額２億66百万円（前連結会計年度比17.1％の減少）を調整

したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ３億８百万円減少し26百万円

（前連結会計年度比92.1％の減少）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が１億10百万円あ

ったこと、有形固定資産の売却による収入が60百万円あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ９億95百万円増加し12億41百万

円（前連結会計年度比404.1％の増加）となりました。これは主に、自己株式の取得による支出が10億28百万円あ

ったこと、配当金を１億66百万円支払ったこと等によるものであります。
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成24年3月期 平成25年3月期 平成26年3月期 平成27年3月期 平成28年3月期

自己資本比率（％） 49.1 49.0 46.8 46.2 46.7

時価ベースの自己資本比率

（％）
26.9 26.6 23.9 25.1 21.2

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年）
－ 5.3 0.8 0.7 1.4

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍）
－ 17.8 120.7 143.8 106.1

 

（注） 自己資本比率：自己資本／総資産

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

※  各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※  株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※  キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを使用しております。

※  有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

※  平成24年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについて

は、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は株主還元や株主価値の向上を重要な経営課題の一つと考えており、配当については、連結純利益の50％に配

意しつつ、資本政策や持続的成長に向けた投資計画等を総合的に勘案した上で、安定的かつ継続的に行うよう努めて

まいります。 

当期の配当金は１株当たり16円とさせていただきます。なお、当期において210万株の自己株式を取得しておりま

す。 

また、次期の配当金は、１株当たり16円、うち中間配当金は１株当たり８円とさせていただく予定であります。 

 

２．企業集団の状況

最近の有価証券報告書（平成27年６月26日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」

から重要な変更がないため開示を省略しております。

 

３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針、(2）目標とする経営指標、(3）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

平成26年３月期決算短信（平成26年５月14日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ウェブサイト）

http://www.fujita-eng.co.jp/ir/ 

（東京証券取引所ウェブサイト（上場会社情報検索ページ））

http://www.jpx.co.jp/listing/co-search/index.html 

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。

なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 ※２ 5,087,373 ※２ 4,421,325 

受取手形 1,066,730 776,858 

電子記録債権 789,967 766,110 

完成工事未収入金 5,037,734 5,702,214 

売掛金 2,260,528 2,175,919 

未成工事支出金 218,513 140,509 

商品 133,857 100,390 

仕掛品 511,606 489,965 

材料貯蔵品 85,696 26,213 

繰延税金資産 141,415 133,406 

その他 425,399 123,347 

貸倒引当金 △777 △34,367 

流動資産合計 15,758,047 14,821,894 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物 ※２ 3,383,443 ※２ 3,398,860 

減価償却累計額 △2,233,852 △2,312,498 

建物・構築物（純額） ※２ 1,149,590 ※２ 1,086,361 

機械、運搬具及び工具器具備品 456,062 493,289 

減価償却累計額 △365,688 △419,284 

機械、運搬具及び工具器具備品（純

額） 
90,374 74,004 

土地 ※２ 2,266,834 ※２ 2,208,232 

リース資産 115,777 115,777 

減価償却累計額 △81,181 △96,030 

リース資産（純額） 34,595 19,746 

建設仮勘定 6,251 － 

有形固定資産合計 3,547,645 3,388,346 

無形固定資産    

のれん 89,438 59,625 

その他 102,696 89,393 

無形固定資産合計 192,134 149,019 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※１ 837,494 ※１ 647,562 

長期貸付金 314,434 316,247 

関係会社長期貸付金 40,000 － 

破産更生債権等 4,022 3,878 

繰延税金資産 168,963 202,916 

その他 ※２ 215,452 ※２ 156,421 

貸倒引当金 △170,113 △320,425 

投資その他の資産合計 1,410,254 1,006,600 

固定資産合計 5,150,035 4,543,966 

資産合計 20,908,082 19,365,860 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 ※２ 2,465,056 2,309,152 

工事未払金 3,159,612 2,515,814 

買掛金 ※２ 1,390,131 ※２ 1,725,407 

短期借入金 ※２ 784,996 ※２ 784,996 

リース債務 15,000 10,222 

未払法人税等 438,750 440,954 

未成工事受入金 543,819 231,021 

完成工事補償引当金 29,325 15,000 

賞与引当金 227,915 251,523 

役員賞与引当金 52,500 48,500 

工事損失引当金 13,950 2,484 

その他 989,637 884,371 

流動負債合計 10,110,696 9,219,446 

固定負債    

長期借入金 ※２ 51,428 ※２ 26,432 

リース債務 19,969 9,747 

繰延税金負債 24,704 － 

役員退職慰労引当金 75,810 72,975 

退職給付に係る負債 956,065 991,878 

その他 8,416 8,404 

固定負債合計 1,136,394 1,109,437 

負債合計 11,247,091 10,328,884 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,029,213 1,029,213 

資本剰余金 805,932 805,932 

利益剰余金 7,721,463 8,252,775 

自己株式 △214,210 △1,242,504 

株主資本合計 9,342,398 8,845,416 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 277,119 148,652 

為替換算調整勘定 41,472 42,907 

その他の包括利益累計額合計 318,592 191,559 

純資産合計 9,660,990 9,036,976 

負債純資産合計 20,908,082 19,365,860 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

売上高 26,299,106 26,976,560 

売上原価 22,469,613 22,928,140 

売上総利益 3,829,493 4,048,419 

販売費及び一般管理費    

役員報酬 149,515 145,799 

役員賞与引当金繰入額 52,500 48,500 

従業員給料手当 1,282,367 1,295,458 

賞与引当金繰入額 75,844 81,081 

退職給付費用 74,513 85,862 

役員退職慰労引当金繰入額 12,021 9,466 

法定福利費 232,377 231,066 

通信交通費 145,160 134,491 

貸倒引当金繰入額 △241 24,337 

減価償却費 70,178 85,678 

のれん償却額 29,812 29,812 

雑費 476,386 512,097 

販売費及び一般管理費合計 2,600,436 2,683,653 

営業利益 1,229,057 1,364,766 

営業外収益    

受取利息 5,961 6,885 

受取配当金 10,162 12,489 

仕入割引 5,658 5,801 

受取褒賞金 24,237 16,739 

投資有価証券売却益 6,207 － 

保険配当金 1,693 1,509 

為替差益 39,045 888 

受取手数料 22,643 11,178 

補助金収入 4,475 4,249 

受取保険金 24,922 31,861 

雑収入 16,497 19,400 

営業外収益合計 161,503 111,004 

営業外費用    

支払利息 7,044 5,702 

固定資産除却損 1,377 2,429 

貸倒引当金繰入額 103,876 159,665 

支払保証料 1,179 392 

雑支出 3,384 70 

営業外費用合計 116,863 168,260 

経常利益 1,273,696 1,307,511 

税金等調整前当期純利益 1,273,696 1,307,511 

法人税、住民税及び事業税 558,566 533,147 

法人税等調整額 8,402 12,801 

法人税等合計 566,968 545,949 

当期純利益 706,728 761,561 

親会社株主に帰属する当期純利益 706,728 761,561 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当期純利益 706,728 761,561 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 108,069 △128,467 

為替換算調整勘定 14,206 1,435 

その他の包括利益合計 122,275 △127,032 

包括利益 829,004 634,529 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 829,004 634,529 

非支配株主に係る包括利益 － － 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,029,213 805,932 7,193,877 △214,210 8,814,811 

当期変動額           

剰余金の配当     △179,141   △179,141 

親会社株主に帰属する当期純
利益     706,728   706,728 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）           

当期変動額合計 － － 527,586 － 527,586 

当期末残高 1,029,213 805,932 7,721,463 △214,210 9,342,398 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

為替換算調整勘定 その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 169,049 27,266 196,316 9,011,127 

当期変動額         

剰余金の配当       △179,141 

親会社株主に帰属する当期純
利益       706,728 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

108,069 14,206 122,275 122,275 

当期変動額合計 108,069 14,206 122,275 649,862 

当期末残高 277,119 41,472 318,592 9,660,990 
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当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,029,213 805,932 7,721,463 △214,210 9,342,398 

当期変動額           

剰余金の配当     △175,934   △175,934 

親会社株主に帰属する当期純
利益     761,561   761,561 

自己株式の取得       △1,028,293 △1,028,293 

連結子会社と非連結子会社と
の合併に伴う変動額     △54,315   △54,315 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）           

当期変動額合計 － － 531,311 △1,028,293 △496,982 

当期末残高 1,029,213 805,932 8,252,775 △1,242,504 8,845,416 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 為替換算調整勘定 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 277,119 41,472 318,592 9,660,990 

当期変動額         

剰余金の配当       △175,934 

親会社株主に帰属する当期純
利益       761,561 

自己株式の取得       △1,028,293 

連結子会社と非連結子会社と
の合併に伴う変動額       △54,315 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） △128,467 1,435 △127,032 △127,032 

当期変動額合計 △128,467 1,435 △127,032 △624,014 

当期末残高 148,652 42,907 191,559 9,036,976 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,273,696 1,307,511 

減価償却費 182,025 183,698 

のれん償却額 29,812 29,812 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 103,635 183,901 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 10,655 △14,325 

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,287 23,608 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 7,000 △4,000 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 13,950 △11,466 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12,021 △2,835 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 52,443 35,812 

受取利息及び受取配当金 △16,123 △19,375 

支払利息 7,044 5,702 

投資有価証券売却損益（△は益） △6,207 － 

売上債権の増減額（△は増加） △321,078 △266,142 

たな卸資産の増減額（△は増加） △169,591 192,596 

仕入債務の増減額（△は減少） 683,576 △464,426 

未成工事受入金の増減額（△は減少） △113,183 △312,798 

未払消費税等の増減額（△は減少） 81,846 63,055 

その他の資産の増減額（△は増加） △269,163 325,293 

その他の負債の増減額（△は減少） 115,610 △129,381 

小計 1,686,257 1,126,241 

利息及び配当金の受取額 15,546 14,447 

利息の支払額 △8,363 △5,652 

法人税等の支払額 △490,776 △535,557 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,202,663 599,479 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △179,714 △110,477 

有形固定資産の売却による収入 － 60,020 

投資有価証券の取得による支出 △12,651 △13,609 

投資有価証券の売却による収入 19,882 － 

貸付けによる支出 △133,160 － 

その他の支出 △29,463 △22,345 

その他の収入 629 60,069 

投資活動によるキャッシュ・フロー △334,478 △26,342 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 600,000 940,000 

短期借入金の返済による支出 △600,000 △946,500 

長期借入金の返済による支出 △24,996 △24,996 

リース債務の返済による支出 △42,470 △14,848 

配当金の支払額 △178,760 △166,679 

自己株式の取得による支出 － △1,028,293 

財務活動によるキャッシュ・フロー △246,226 △1,241,318 

現金及び現金同等物に係る換算差額 39,045 888 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 661,003 △667,292 

現金及び現金同等物の期首残高 4,121,369 4,782,373 

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の

増加額 
－ 1,244 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 4,782,373 ※ 4,116,325 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数  6社

藤田ソリューションパートナーズ㈱、藤田テクノ㈱、藤田デバイス㈱、藤田水道受託㈱、システムハウスエ

ンジニアリング㈱、FUJITA ENGINEERING ASIA PTE.LTD.

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社の名称

㈱藤田ビジコン、日本ルフト㈱

なお、東洋電設㈱は、平成27年４月１日をもって藤田テクノ㈱に吸収合併されております。

（連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社はありません。

(2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

非連結子会社の名称

㈱藤田ビジコン、日本ルフト㈱

なお、東洋電設㈱は、平成27年４月１日をもって藤田テクノ㈱に吸収合併されております。

関連会社の名称 

THANG UY TRADING CO.,LTD

（持分法を適用していない理由)

持分法を適用していない非連結子会社または関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないためであります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日

FUJITA ENGINEERING ASIA PTE.LTD. 12月31日

藤田テクノ㈱ ３月20日

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に重要な取引が生じた場

合には、連結上必要な調整を行うこととしております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

(イ）時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

(ロ）時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産

未成工事支出金

個別法による原価法

商品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

材料貯蔵品

最終仕入原価法
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（附属設備を除く）

(イ）平成10年３月31日以前に取得したもの

旧定率法

(ロ）平成10年４月１日以降、平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定額法

(ハ）平成19年４月１日以降に取得したもの

定額法

建物以外

(イ）平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定率法

(ロ）平成19年４月１日以降に取得したもの

定率法

なお、主な耐用年数は、建物31～50年、建物附属設備12～15年であります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、自社利用のソフトウエア５年であります。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

② 完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の見積補償額を計上しておりま

す。

③ 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上してお

ります。

④ 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

⑤ 工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しており

ます。 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る連結会計年度末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており

ます。 

(5）重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事

の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

なお、工事進行基準による完成工事高は、10,779,103千円であります。

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

(7）のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、10年間の定額法により償却を行っております。

- 13 -

藤田エンジニアリング㈱　（１７７０）　平成28年3月期　決算短信



(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 

平成25年９月13日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の

変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。 

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において、「営業外収益」の「雑収入」に含めていた「受取手数料」は、金額的重要性が増し

たため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計

年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「雑収入」に表示していた39,140千

円は、「受取手数料」22,643千円、「雑収入」16,497千円として組み替えております。

 

（追加情報）

法人税等の税率の変更による影響

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等

の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税

率は従来の32.8％から平成28年４月１日に開始する連結会計年度及び平成29年４月１日に開始する連結会計年度に解

消が見込まれる一時差異については30.7％に、平成30年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一

時差異については、30.5％となります。

なお、この変更に伴う連結財務諸表への影響は軽微であります。

 

（連結貸借対照表関係）

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

投資有価証券（株式） 62,093千円 50,470千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

現金預金 120,000千円 120,000千円

建物・構築物 86,352 82,532

土地 299,850 299,850

投資その他の資産の「その他」（差入保証

金）

5,494 5,557

計 511,697 507,940
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 担保付債務は、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

支払手形 5,107千円 －千円

買掛金 91,000 91,000

短期借入金 344,996 344,996

長期借入金 51,428 26,432

計 492,531 462,428

 

３ 当社及び連結子会社１社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

当座貸越極度額 1,970,000千円 2,770,000千円

借入実行残高 750,000 750,000

差引額 1,220,000 2,020,000

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式        

普通株式 11,700 － － 11,700

合計 11,700 － － 11,700

自己株式        

普通株式 503 － － 503

合計 503 － － 503

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 89,570 8 平成26年３月31日 平成26年６月30日

平成26年11月13日

取締役会
普通株式 89,570 8 平成26年９月30日 平成26年12月５日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 89,570 利益剰余金 8 平成27年３月31日 平成27年６月29日
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当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式        

普通株式 11,700 － － 11,700

合計 11,700 － － 11,700

自己株式        

普通株式 503 2,100 － 2,604

合計 503 2,100 － 2,604

 

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加   ０千株

平成27年８月11日開催の取締役会決議による自己株式の取得   400千株

平成28年２月12日開催の取締役会決議による自己株式の取得  1,700千株

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 89,570 8 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年11月12日

取締役会
普通株式 86,363 8 平成27年９月30日 平成27年12月４日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 72,763 利益剰余金 8 平成28年３月31日 平成28年６月30日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

現金預金勘定 5,087,373千円 4,421,325千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △305,000  △305,000 

現金及び現金同等物 4,782,373  4,116,325 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象になっているものであります。

当社は、当社及び各連結子会社別に、取り扱うサービス・製品につきまして包括的な戦略を立案し、事業

活動を展開しております。従って、当社及び各連結子会社のサービス・製品別のセグメントから構成されて

おり、「建設事業」、「機器販売及び情報システム事業」、「機器のメンテナンス事業」、「電子部品製造

事業」の４つを報告セグメントとしております。

「建設事業」は、ビル設備工事、産業設備工事及び環境設備工事を行っております。「機器販売及び情報

システム事業」は、機器の販売並びに情報通信機器の施工・販売及びソフトウエアの開発・販売を行ってお

ります。「機器のメンテナンス事業」は、空調設備機器等の修理・保守・据付並びに住宅設備機器の設置を

行っております。「電子部品製造事業」は、電子部品の検査及びせん別・組立及び装置製造を行っておりま

す。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

          （単位：千円） 

  建設事業 
機器販売及
び情報シス
テム事業 

機器のメンテ
ナンス事業 

電子部品製造
事業 

その他 
（注） 

合計 

売上高            

外部顧客への売上高 15,431,234 4,263,915 5,048,115 1,290,820 265,021 26,299,106 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

18,324 1,089,192 521,538 4,001 50,040 1,683,095 

計 15,449,558 5,353,107 5,569,653 1,294,821 315,061 27,982,202 

セグメント利益又は損失（△） 577,242 136,637 349,249 51,714 9,689 1,124,533 

セグメント資産 13,674,727 2,531,126 3,383,837 1,567,775 376,580 21,534,047 

セグメント負債 8,082,503 1,847,473 1,509,141 271,025 323,208 12,033,351 

その他の項目            

減価償却費 54,528 217 18,702 73,718 2,496 149,662 

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
46,618 152 172,185 32,421 161 251,539 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、水道施設管理受託業務他を含んでおり

ます。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

          （単位：千円） 

  建設事業 
機器販売及
び情報シス
テム事業 

機器のメンテ
ナンス事業 

電子部品製造
事業 

その他 
（注） 

合計 

売上高            

外部顧客への売上高 15,636,077 4,977,015 4,803,060 1,300,084 260,323 26,976,560 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

75,323 1,297,340 530,378 3,127 3,200 1,909,368 

計 15,711,400 6,274,355 5,333,439 1,303,211 263,523 28,885,929 

セグメント利益又は損失（△） 736,009 152,452 314,333 83,347 △21,904 1,264,238 

セグメント資産 12,152,945 2,915,452 3,311,300 1,621,024 187,922 20,188,644 

セグメント負債 7,198,794 2,172,419 1,360,352 295,645 318,312 11,345,525 

その他の項目            

減価償却費 62,013 456 40,398 50,147 53 153,069 

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
38,158 1,137 5,970 48,145 － 93,411 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、水道施設管理受託業務他を含んでおり

ます。
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４．報告セグメントの合計額と連結財務諸表計上額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 27,667,141 28,622,406

「その他」の区分の売上高 315,061 263,523

セグメント間取引消去 △1,683,095 △1,909,368

連結財務諸表の売上高 26,299,106 26,976,560

 

（単位：千円）
 

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 1,114,843 1,286,143

「その他」の区分の利益 9,689 △21,904

セグメント間取引消去 173,202 172,953

セグメント間取引消去に伴う営業外費用の組替 △42,384 △40,499

のれんの償却額 △29,812 △29,812

その他の調整額 3,517 △2,113

連結財務諸表の営業利益 1,229,057 1,364,766

 

（単位：千円）
 

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 21,157,466 20,000,722

「その他」の区分の資産 376,580 187,922

セグメント間取引消去 △666,803 △834,359

配分していない全社資産 67,338 37,287

その他の調整額 △26,500 △25,711

連結財務諸表の資産 20,908,082 19,365,860

 

（単位：千円）
 

負債 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 11,710,143 11,027,213

「その他」の区分の負債 323,208 318,312

セグメント間取引消去 △786,260 △1,016,641

連結財務諸表の負債 11,247,091 10,328,884

 

（単位：千円）
 

その他の項目
報告セグメント計 その他 調整額

連結財務諸表
計上額

前連結会計
年度

当連結会計
年度

前連結会計
年度

当連結会計
年度

前連結会計
年度

当連結会計
年度

前連結会計
年度

当連結会計
年度

減価償却費 147,166 153,015 2,496 53 32,362 30,629 182,025 183,698

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
251,377 93,411 161 － － － 251,539 93,411
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【関連情報】 

前連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

本邦以外に所有している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客が存在しないため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

本邦以外に所有している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客が存在しないため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

のれんの償却額29,812千円は全社費用であり、未償却残高89,438千円は全社資産であります。

 

当連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

のれんの償却額29,812千円は全社費用であり、未償却残高59,625千円は全社資産であります。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

- 20 -

藤田エンジニアリング㈱　（１７７０）　平成28年3月期　決算短信



（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

１株当たり純資産額 862.87円 993.57円

１株当たり当期純利益金額 63.12円 70.99円

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千円） 706,728 761,561

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益金額（千円）
706,728 761,561

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,196 10,727

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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